研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　南山苑在宅介護支援センター　　職　種　ソーシャルワーカー　氏　名　小笠原　裕美子

	期　　間　　平成　21年　6月　1日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　平成21年度　青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会総会・研修会

	出 張 先　青森市　ウェディングプラザ　アラスカ

	


考　察

　　高齢者が住みなれた地域でできる限り継続して生活を送れるようにするには、多様な支援を必要とする。その人の心身の状態だけに捉われるのではなく、その人の思い（望みや好み、強さ）を実現するための支援が重要である。そのためには、自助努力を基本とし介護保険制度を中心としながらも、保健・医療・福祉の連携やボランティア等のインフォーマルな活動を含めた地域の様々な資源を利用していかなければならない。これらの専門職の連携や地域のネットワークづくりを統合する拠点が地域包括支援センターや在宅介護支援センターである。孤立死や認知症者の徘徊、虐待の発見なども地域の人々のつながりや協力が不可欠であるし、その基盤づくりの支援を在介が担っていかなければならないと考える。当在介が担当する地域では、昨年田面木地区で1ヶ所、高齢者地域見守りネットワークが立ち上がり、民生委員やほのぼの交流協力員、町内会などが連携して高齢者の見守り活動を行っている。日頃の声かけ活動や緊急時の対応などを関係者全員で協議し、手探りながらも歩き始めている。この活動に刺激され、他の町内でも立ち上げたいと要望があがり、今後ますます高齢者が安心して暮らせる地域づくりを支援するため、在介の役割の重要性を感じている。常に住民と一緒になって地域の問題を話し合い、一緒に解決していけるような在介を目指し、活動していきたいと考えている。
Ⅰ、Ｈ21年度青森地域包括･在宅介護支援センター協議会総会
　

　１、青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会長挨拶　　坂本　美洋　氏
　
２、来賓祝辞

　　　　県健康福祉部長　

　　　　県医師会会長　
　　　　県社会福祉協議会会長　
３、審議

　　　①平成20年度事業報告及び収入支出決算について

　　　②平成21年度事業計画（案）及び収入支出予算（案）について

　　　③役員の承認について

　　　　　全役員　　　村林　裕子（むつ市地域包括支援センター）

新役員候補　杉野　利久（むつ市地域包括支援センターみちのく）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅱ、Ｈ21年度　青森地域包括･在宅介護支援センター協議会研修会
　

1、 行政説明「青森県の高齢者施策について」　　青森県健康福祉部高齢福祉保険課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副参事　森田　眞司　氏
　１、生涯現役社会づくり推進事業について（重点事業）
　　急激な高齢化の進展に伴う生産活動・地域活動の低下等に対応するため、「団塊・ポスト団塊世代」に対する支援策を展開する。
　　　①「生涯現役社会づくり推進協議会」の設立

　　　②「生涯現役社会づくり」に係る理念の普及・啓発のため、講演会及びパネルディスカッションの開催（八戸市は　平成21年9月4日に予定）

　　　③　試行的キーマン養成研修会の開催

　　　④「生涯現役社会づくり」研究事業

　　　⑤退職予定サラリーマンへの活動支援講座の開催

　　２、介護予防市町村支援事業について

　　　　　市町村が効果的な介護予防関連事業を実施できるよう人材の育成や介護予防関連事事業の評価などを行うことにより市町村を支援していく。

　　

　　３、地域包括支援センター職員の研修等について

　　　　　県内58ヶ所の地域包括支援センターが、その機能を十分発揮できる体制整備を促進するため、引き続き職員研修等を実施する。

　　４、認知症予防・高齢者虐待防止普及促進事業について
　　　　　市町村に対して認知症予防事業の普及促進を図り、また、高齢者虐待防止に関する専門相談・支援体制の構築を推進する。
　　５、高齢者虐待対策の推進について

　　　　　平成20年度から「高齢者虐待防止等相談支援事業」として、高齢者虐待防止支援マニュアル（改訂版）の作成、市町村等における高齢者虐待対応専門員の養成のほか、高齢者虐待防止等権利擁護に関する普及・啓発を強化し、権利擁護の取組を一層推進するための　シンポジウムを開催している。

平成20年度の虐待通報件数　１１７件

　　　　　　　　　　 うち虐待と認定した数    ５４件
2、 講演「今後の地域包括･在宅介護支援センターのあり方について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国地域包括・在宅介護支援センター協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修委員長　西元　幸雄　氏
　　　
1、平成21年度　新規事業在宅介護支援センター等への補助事業

　①生活（介護）支援サポーター養成支援事業

　・生活支援サポーターを養成する事業・・・全国80ヶ所でモデル的に実施

　・サポーターとは住民福祉サービスの担い手を住民から抽出し、20時間程度の研修を実施する。

　・サポーターは無資格だが、地域高齢者の生活支援全般を支援する貴重なマンパワーとしての活躍を期待。支援が必要な高齢者を支え、行政の介護サービスの隙間を埋める役割だが、定年後の団塊世代らが地域貢献する「生きがいづくり」という目的もある。

②認知症地域ケア多職種共同研修・研究事業
・認知症対策についての意識向上と包括、在介、ケアマネ、介護事業者、認知症支援医師などの共通理解

　　2、安心と希望の介護ビジョン　

　（1）高齢者自らが安心と希望の地域づくりに貢献できる環境づくり
　　　　①コミュニティ・ワーク・コーディネーター（仮称）の輩出

　　　　　　　　・意欲のある地域の高齢者や住民が、主体的・積極的に参加するための場を自ら立ち上げる。　

　　　　　・コミュニティ・ワーク・コーディネーターは、それぞれの地域において地域の創意工夫を活かした「場」づくりに積極的に取組む。
　　　　②地域包括支援センターのコミュニティ支援機能の強化
　　　　　・地域包括支援センターにおいて、高齢者の生活を総合的に支える中核的役割を担うために介護、医療の従事者に加え、地域活動者、地域ボランティアを含めた「コミュニティ会議」を開催する。

　（2）高齢者が住みなれた自宅や地域で住み続けるための介護の質の向上

　　　　①在宅生活を支援するサービスの基盤整備～24時間365日介護の早期実現～

　　　　　・訪問介護、訪問看護のネットワーク整備、家族への適切な介護情報の提供

　　　　②在宅生活支援リハビリの強化

　　　　　・リハビリの拠点整備と質の向上に向けた取組み

　　　　③医療と介護の連携強化

・必要な研修を受けた介護従事者が医師、看護師と連携し、施設入所者に対して経管栄養や喀痰吸引を安全性が確保される範囲内で行うことができる仕組みづくり、緩和ケアの積極的な推進

　　　　④認知症対策充実～認知症高齢者を地域で支え、受け入れていくために～

　　　　　・認知症ケアの標準化、成年後見制度の活用

　　　　⑤地域の特性に応じた高齢者住宅等の整備～高齢者増に対応した街づくり～
　　　　　・地域特性に応じた住宅、施設の整備、多世代交流機能を持つ小規模住宅の整備

3、地域で課題になっていること

　・孤立死
孤立死の多くは男性単身者。中年実年世代の孤立死では男性が9割にのぼる。

　・徘徊死・不明者

屋外を徘徊中、死亡、行方不明となった高齢者は1年間に900人とも1400人ともい

われる。多くが認知症高齢者で発見・保護に時間がかかることが原因。

→地域の人々による発見が必要

　・高齢者虐待の発見

　　　被虐待者のうち虐待されている自覚があると思われるものは5割弱。多くが虐待され

　　　ている自覚がない。

　　　　　→被虐待者自ら訴えることがないため、周囲による発見が必要

　・時々、ちょっとしたこと手助けに困る人々

　　　高齢者や障害者の日常ちょっとしたことの手助けを頼める人

　　　　　→制度外のニーズへの対応が必要

・軽度者や一時的な要支援者

　　　要支援・要介護にならない軽度障害、病気や怪我による一時的な要支援状態等は制度対象にならないため、買い物や外出支援などのニーズ充足が困難
　　　　　→制度の谷間にある者への対応が必要

　・重なり合う問題
　　　要介護の親と障害ある子の世帯など、ひとつの世帯に
　　　問題が重なる場合に、必要なサービスを組み合わせてひとつの世帯に責任を持って関れていない。

　　　　　→制度や関係機関、意識の縦割り
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生活支援サポーターが担う





介護保険は重度者のみの対象となってくる











